
本研究の目的は、小学校通常の学級における児童の課題提出行動を対象に、相互依存型集団随伴性
とトークンエコノミー法を組み合わせた介入とトークンエコノミー法の段階的なフェイディング
を実施し、その効果を検討することであった。公立小学校５年生の通常の学級の児童（14名）を
対象に、相互依存型集団随伴性とトークンエコノミー法を組み合わせた介入及び課題提出率のグラ
フフィードバックを行った。また、バックアップ強化子との交換基準や強化スケジュールの変更に
よるトークンエコノミー法のフェイディングを行った。介入の結果、児童の課題提出率が増加し、
トークンエコノミー法をフェイディング及び撤去しても高い課題提出率が維持された。また、児童
へのアンケート調査の結果、一定の社会的妥当性も示された。一方で、介入に伴う児童の負担感に
ついては課題が残された。
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Ⅰ　問題と目的
文部科学省（2017）は、小学校学習指導要領におい

て「学習や生活の基盤として、教師と児童との信頼関係
及び児童相互のよりよい人間関係を育てるため、日頃か
ら学級経営の充実を図ること」とし、学級経営の重要性
を示している。また、12年ぶりに改訂される生徒指導
提要においても学級経営の充実について明記され、全て
の児童生徒を対象としたプロアクティブな生徒指導の重
要性が指摘されている（生徒指導提要の改定に関する協
力者会議，2022）。

そうした中、科学的根拠に基づく学級マネジメント
の方法として、相互依存型集団随伴性の適用が挙げら
れる（武藤，2007）。集団随伴性とは、集団全員、ま
たはある特定のメンバーの遂行に応じて、集団のメン
バーに強化が与えられることであり（小島，2000；
Litow & Pumroy，1975）、「相互依存型」では集団
全体の遂行成績によって集団全体の強化が決定される
（小島，2000）。相互依存型集団随伴性は、①課題従

事率を高める、②課題の達成度や学習率を高める、③不
適切な行動を減少させるといった効果が示されており
（Skinner, Williams, & Neddenriep，2004）、学校場面
で適用した多くの先行研究でその効果が実証されている
（Little, Akin-Little, & O’Neill，2015）。我が国におい
ても学校場面で相互依存型集団随伴性を適用した研究が
報告されており、特にトークンエコノミー法と併用し
た実践が散見される（福森，2011；杉本，2016；宮木，
2017；宮木，2018；佐藤・半田，2021）。例えば、杉
本（2016）は、小学校１年生の通常の学級における給
食準備行動に対して、相互依存型集団随伴性とトークン
エコノミー法を組み合わせた介入を実施している。目標
時間内に給食準備ができたときにトークン（給食マー
ク）を１つ与え、５つ貯まったら児童一人ひとりにバッ
クアップ強化子（アニメのキャラクター等のシール）を
与えるという介入を行った結果、学級全体における給食
準備のパフォーマンスが向上し、給食準備時間が短縮さ
れたことを報告している。また、宮木（2018）は、小

＊ 柳井市立伊陸小学校　＊＊ 山口大学教育学部，〒753-08513　山口市吉田1677－１，miyaki@yamaguchi-u.ac.jp

― 61 ―

山口大学教育学部研究論叢　第 72 巻　61 頁～ 66 頁　2023 年１月



学校２年生の通常の学級における授業準備行動に対して、
相互依存型集団随伴性とトークンエコノミー法を組み合
わせた介入を実施している。授業開始時刻に全員が適切
に授業準備できたときにトークン（ニコニコマークのマ
グネット）を１つ与え、５つ貯まったらバックアップ強
化子（中間休みの延長やお楽しみ会）を与えるという介
入を行った結果、児童の授業準備行動が促進されたこと
を報告している。

このように相互依存型集団随伴性とトークンエコノ
ミー法の組み合わせは、学級マネジメントの有効な方
略のひとつであると言える。ただし、トークンエコノ
ミー法の適用にあたっては、標的行動を般化、維持させ
るため手続きの撤去についても計画しておく必要があり、
「トークンを獲得するために必要な反応数を徐々に増や
していく」や「トークンエコノミー法が適用される時間
の長さを徐々に減らしていく」といった段階的なフェ
イディングが重要となる（Cooper, Heron, & Heward，
2007 中野訳 2013）。例えば、佐藤・半田（2021）は、
小学校３年生の通常の学級における授業準備行動に対し
て、相互依存型集団随伴性とトークンエコノミー法を組
み合わせた介入を実施しているが、強化基準に達したと
きにパズルのピース（トークン）を１つ与え、すべて
揃ったらパズルが完成する（バックアップ強化子）とい
う条件において、はずれのピースを段階的に導入するこ
とで強化スケジュールの希薄化を行っている。しかし、
相互依存型集団随伴性とトークンエコノミー法を組み合
わせた介入において、トークンエコノミー法を段階的に
フェイディングしている研究は少なく、我が国において
は佐藤・半田（2021）以外見られない。

そこで、本研究では小学校通常の学級における児童の
課題提出行動を対象に、相互依存型集団随伴性とトーク
ンエコノミー法を組み合わせた介入とトークンエコノ
ミー法の段階的なフェイディングを実施し、その効果を
検討することを目的とする。

Ⅱ　方法
１．対象学級

公立小学校５年生の通常の学級の児童（14名）を対
象とした。学級担任は第一著者であった。対象学級では、
学級全体として宿題をはじめとした提出物がなかなか揃
わず、忘れ物も多いという課題があった。

２．倫理的配慮
本研究の実施と公表にあたっては校長に研究の目的や

方法、個人情報保護の徹底等について事前に口頭で説明
し、同意を得た。

３．研究期間
研究期間はＸ年５月～Ｘ＋１年３月であった。

４．標的行動と測定方法
標的行動は、児童の課題提出行動であり、「朝８時ま

でに①健康観察カード、②宿題プリント２枚（国語と算
数）、③自主学習ノート、④家庭学習カード、⑤連絡帳
（登校後、翌日の時間割等を記入したもの）の５点をす
べて提出すること」と定義した。朝８時の時点で第一著
者が提出状況をチェックし、「（すべてのものが提出
できている児童数／朝８時までに登校した児童数）×
100」で課題提出率を算出した。

５．手続き
（１）ベースライン（BL）

従来通りの指導が行われた。なお、BLにおいては、
第一著者が課題提出率を記録していることは児童には伝
えなかった。
（２）介入

相互依存型集団随伴性とトークンエコノミー法を組
み合わせた介入を実施した。課題提出率が100％であっ
た場合、朝の会で全体に言語称賛を与えるとともに１ポ
イントを与え、３ポイント貯まるとバックアップ強化子
と交換できることとした。バックアップ強化子は、３ポ
イント貯まった時点で、児童にアンケートを取って決定
し、１時間運動場や体育館で遊ぶ、宿題なし、席替え等
が選択された。また、相互依存型集団随伴性における負
の副次的効果（涌井，2006）を抑制するため、すべて
のものが提出できなかった児童に対して他の児童から攻
撃的な言動等があった場合にはレスポンスコストを適用
し、マイナス１ポイントとすることとした。以上の介入
について「提出物100％」と名付け、介入開始直前に学
級通信を通して児童と保護者に説明を行った。

加えて、課題提出率はその都度手描きで折れ線グラフ
にし、教室後方に掲示した（グラフフィードバック）
（図１）。その際、課題提出率が100％の日には花丸を
記した。また、課題提出率のグラフは、定期的に学級通
信を通して保護者にも伝えた。なお、ポイントの状況を
より分かりやすくするため、10月11日以降は教室前方
の連絡黒板に１ポイントにつき「花のマーク」を１つ貼
り付けた（トークンの掲示）（図２）。
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図１　教室後方に掲示した折れ線グラフ

図２　教室前方の連絡黒板に貼り付けた「花のマーク」

（３）フェイディング１
トークンエコノミー法を段階的にフェイディングする

ため、児童と話し合った上でバックアップ強化子との交
換基準を３ポイントから４ポイントに変更した。その他
の条件は、介入と同様であった。
（４）フェイディング２

児童と話し合った上でバックアップ強化子との交換基
準を４ポイントから５ポイントに変更した。その他の条
件は、介入と同様であった。
（５）フェイディング３

トークンエコノミー法を段階的にフェイディングす
るため、課題提出率が100％であれば必ずポイントが与
えられるという連続強化スケジュールから間欠強化スケ
ジュールに移行した。具体的には、朝の会で第一著者が
タブレット端末の画面に表示されたルーレット（ルー
レット！・Chutatsu Yamamoto）を回し、課題提出率
が100％であった場合にポイントが与えられるかどうか
（トークンエコノミー法が適用されるかどうか）をラン
ダムで決定した（変動比率スケジュール）。すなわち、
ポイントを得るためには、ルーレットによりトークンエ
コノミー法が適用されるとともに、課題提出率が100％
となる必要があった。逆に言えば、たとえルーレットに
よりトークンエコノミー法が適用されることになったと
しても、課題提出率が100％でなければポイントは与え

られなかった。バックアップ強化子との交換基準はフェ
イディング２と同様５ポイントとした。その他の条件は、
介入と同様であった。
（６）フォローアップ（FU）

トークンエコノミー法を撤去した。ただし、課題提
出率のグラフフィードバック及び課題提出率が100％で
あった場合の言語称賛は継続された。

６．社会的妥当性の評価
手続きの社会的妥当性を評価するため、児童を対象に

アンケート調査を行った。宮木（2018）を参考に作成
した介入の受容性や効果、負担感等に関する全７項目に
ついて「とてもそう思う」「まあまあそう思う」「あま
りそう思わない」「まったくそう思わない」の４件法で
回答を求めた。加えて、介入に関する感想を自由記述に
より尋ねた。

Ⅲ　結果
１．課題提出率の推移

課題提出率の推移を図３に示す。課題提出率の平均
値は、BLで59.6％、介入で89.2％（トークンの掲示開始
前88.7％、開始後89.8％）、フェイディング１で96.9％、
フェイディング２で96.8％、フェイディング３で96.3％、
FUで96.0％であった。

２．社会的妥当性
児童へのアンケート調査における回答の分布を表１

に、主な自由記述回答を表２に示す。欠席等の児童を除
く13名の児童から回答があり、回収率は92.9％であった。
児童に対するアンケート調査の結果、「提出物100％の
ルールは分かりやすかった。」や「提出物100％の取り
組みをもっと続けたい。」といった介入の受容性、及び
「（自分）提出物100％の取り組みを始めてから、提出
物を全て出すことができるようになった。」や「（みん
な）提出物100％の取り組みを始めてから、提出物を全
て出すことができるようになった。」といった介入の効
果に関する項目では、回答者全員が肯定的回答（「とて
もそう思う」または「まあまあそう思う」）であった。
一方、「提出物100％の取り組みの中で、友達にいやな
ことを言われた。」という負の副次的効果に関する項目
では、「まあまあそう思う」と回答した児童が１名いた。
また、「提出物100％の取り組みは、提出物を全て出さ
ないといけなかったので、つらかった。」や「提出物
100％の取り組みは、宿題をしてこないといけなかった
ので、つらかった。」といった負担感に関する項目では、
約３割の児童が「まあまあそう思う」と回答した。
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図３　課題提出率の推移
※フェイディング３における白いプロットは、ルーレットによりトークンエコノミー法が適用されなかった日の課題提出率を示す。

表１　児童へのアンケート調査における回答の分布（N＝13）

表２　児童へのアンケート調査における主な自由記述回答
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３．その他に観察されたエピソード
介入開始後、教室後方に掲示された課題提出率の折れ

線グラフを確認している児童の姿が観察された。その後、
課題提出率が高い水準で維持されるようになると折れ線
グラフを確認する児童は減少した。

また、介入開始後、朝の課題提出率が増加しただけで
なく、各授業における忘れ物も減少した。

なお、トークンエコノミー法におけるレスポンスコス
トは一度も適用されなかった。

考察
本研究の目的は、小学校通常の学級における児童の課

題提出行動を対象に、相互依存型集団随伴性とトークン
エコノミー法を組み合わせた介入とトークンエコノミー
法の段階的なフェイディングを実施し、その効果を検討
することであった。介入の結果、児童の課題提出率が増
加し、トークンエコノミー法をフェイディング及び撤去
しても高い課題提出率が維持された。

Alberto & Troutman（1999 佐久間・谷・大野訳 
2004）は、学級単位でトークンエコノミー法を適用す
る際、特にバックアップ強化子の選択が課題になると指
摘しており、学級の児童生徒一人ひとりを十分に動機づ
けられるように幅広い様々なバックアップ強化子を用意
する必要があると述べている。一方で、学級において集
団随伴性を適用する際には学級担任一人による実施可能
性についても考慮する必要がある（宮木，2017）。そ
うした中、本研究ではバックアップ強化子を児童へのア
ンケートにより決定するという方法を採用した。そのこ
とにより児童の動機づけを高めつつ、バックアップ強化
子の準備や交換に係る学級担任の負担も抑えられたと考
えられる。

また、本研究ではトークンエコノミー法に加えて、課
題提出率のグラフフィードバックも行った。小野寺・野
呂（2008）は、グラフフィードバックについて、グラ
フが改善すること自体が強化子になる可能性やグラフが
標的行動の弁別刺激として機能する可能性を指摘してい
る。本研究においても教室後方に掲示した課題提出率の
折れ線グラフを確認している児童の姿が観察されたこと
から、折れ線グラフが上昇傾向を示すことや100％を達
成して花丸が記されることが強化子として機能したとと
もに、折れ線グラフそのものが課題提出行動の弁別刺激
となった可能性が示唆される。加えて、本研究では課題
提出率の推移（折れ線グラフ）を学級通信を通して保護
者にも伝えた。つまり、課題提出率の折れ線グラフは、
保護者にとっても子どもの持ち物を確認したり、忘れ物
がないか声をかけたりする行動の弁別刺激になった可能
性があり、こうした保護者の行動が各授業における忘れ

物が減少した要因の一つであるとも考えられる。
さらに、トークンエコノミー法をフェイディング及び

撤去しても高い課題提出率が維持されたことについて、
Miltenberger（2001 園山・野呂・渡部・大石訳 2006）
は、トークンと言語称賛を対提示することにより、トー
クンエコノミー法を撤去した後も望ましい行動が自然な
強化随伴性で維持されるようになると指摘している。本
研究においても、課題提出率が100％となった場合には
学級担任が言語称賛を行っており、トークンエコノミー
法をフェイディング及び撤去した後も言語称賛は継続し
た。こうしたトークンと言語称賛との対提示が、言語称
賛の強化効果を高め（Cooper, Heron, & Heward，2007 
中野訳 2013）、トークンエコノミー法撤去後の課題提
出率の維持につながったと考えられる。なお、言語称賛
とともに継続された課題提出率のグラフフィードバック
が課題提出行動の維持に寄与した可能性も考えられるが、
課題提出率が高い水準で維持されるようになるとグラフ
を確認する児童が減少したことからも、介入開始当初は
トークンエコノミー法やグラフフィードバックにより課
題提出行動が強化されていた児童も、徐々に自然な強化
子である言語称賛により強化されるようになったと推測
できる。

次に、社会的妥当性について、児童へのアンケート調
査の結果、介入の受容性や効果に関する項目では、回答
者全員が肯定的回答であり、一定の社会的妥当性は示さ
れたと言える。ただし、「提出物100％の取り組みの中
で、友達にいやなことを言われた。」という負の副次的
効果に関する項目では、「まあまあそう思う」と回答し
た児童が１名いた。本研究では、すべてのものが提出で
きなかった児童に対して他の児童から攻撃的な言動等が
あった場合にはレスポンスコストを適用し、マイナス１
ポイントとすることとしたが、結果的には一度も適用さ
れなかった。しかし、学級担任の気づいていないところ
で負の副次的効果が生じていた可能性があるため、攻撃
的な言動等を抑制するレスポンスコストだけでなく、応
援や励ましといった支持的な言動を促進させる手続きに
ついても十分に計画する必要があったかもしれない。ま
た、負担感に関する項目では、約３割の児童が「まあま
あそう思う」と回答した。これらの児童の中には、学力
等の問題からそもそも宿題をする行動に要するコストが
高い児童が含まれている可能性が考えられる。本研究の
対象学級では、全員同一の宿題が課されていたが、現在
国が進めている個別最適な学びの充実（中央教育審議会，
2021）やGIGAスクール構想による一人一台端末の普及
（文部科学省，2021）を踏まえ、児童一人ひとりの実
態に応じた宿題の在り方についても検討が必要であろう。
特に、本研究においては、介入による課題提出率の上昇
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が、児童の学力向上に寄与したかまでは分析できてい
ない。例えば、大久保・高橋・野呂・井上（2006）は、
小学校４年生の学級を対象に相互依存型集団随伴性に基
づく支援を行った結果、児童の宿題提出率は上昇したも
のの、学業成績には影響を及ぼさなかったことを報告し
ている。課題提出率の上昇が児童の基礎学力や学習習慣
にどのような影響を及ぼすのか、またそうした影響を強
めるためにはどのような条件が必要なのか等については
今後検討していく必要がある。
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